
３．ちょっとしたことが蚊の防除につながります 

  

〈ポイント〉 

  ①不要な水たまりをなくす。（週に１回、水を捨てる。） 

  ②撤去できない水たまりは、定期的な清掃、換水、薬剤の適正な使用などで対応

する。 

  ③水たまりへの成虫の侵入を防ぎ、産卵を防ぐ。 

  ④天敵（金魚、メダカなど）を利用する。 
 

 

〈季節別の防除対策の例〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岡  山  県 

   

 

 

 

平成２６年夏、約７０年ぶりにデング熱の国内感染例が報告されました。デング熱はヒトスジシ

マカという蚊が媒介する感染症で、同様な感染症としてチクングニア熱、ジカウイルス感染症（ジ

カ熱）などもあり、海外では流行している地域がたくさんあります。 

近年、グローバル化の進展により、蚊が媒介するウイルスの国内への流入が懸念されています。 

外出時の長袖・長ズボンの着用や忌避剤（虫除けスプレーなど）の適正な使用により、蚊に刺され

ない工夫をすることも必要ですが、蚊の発生を減らすため、家庭や施設でもできることがあります。 

 地域全体で蚊を少なくすることが、感染症の発生防止につながります。 

 

１．ヒトスジシマカの重要な３つの特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヒトスジシマカの幼虫（ボウフラ）は、バケツの

ような、小さな水たまりに発生し、10 日ほどで成

虫になります。そのことも含めて、３つの大事な

特徴を紹介します。 

©  岡山県「ももっち・うらっち」

今のところ、デング熱などのウイルスは、国内には定着していないと考えられていますの

で、蚊に刺されても、過度に心配することはありませんが、海外の流行地へ出かける際など

には、特に蚊に刺されないための対策を心がけましょう。 

蚊が多い場所では 

 肌を露出しないよう、長袖、長ズボンを着用しましょう。 

 素足でのサンダル履きを避けましょう。 

 白など薄い色のシャツやズボンを選びましょう。 

 肌が露出する部分には虫除けスプレーなどを使用しましょ

う。 

 足首、首筋、手の甲などにも注意 

 虫除けスプレーは汗で流されることに注意  

 蚊取り線香などを使って蚊を近づけないようにしましょう。

 家の中に入ってこないよう、網戸などを利用しましょう。 

デング熱などの予防には、蚊に刺されないことが重要です。 
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２．こんなところが幼虫の発生源です 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主な発生源（例） とるべき対策 特徴的場所 

普
段
目
に
す
る
場
所 

雨水マス、排水マス、テント用ポール穴 

 

 

木の洞、落ち葉の溜まった水たまり 

 

 

屋外の静置物、手水鉢、植木鉢の受皿 

 

 

･蚊が侵入できない程度の網

でふさぐ 

･コンクリートや土で埋めら

れるのなら埋める 

･撤去を検討する 

･定期適な（週１回）水の除去、

幼虫の除去 

･ＩＧＲ剤の使用 

土の多い公園

庭園 

庭先 

施設の駐車場

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主な発生源（例） とるべき対策 特徴的場所 

盲
点
に
な
り
や
す
い
場
所 

放置されたビニールシート、用具類、タイヤ 

 

 

流れない溝、室外機の廃水のたまり 

 

 

詰まった雨樋、竹の切り株、墓の水鉢・花立 

･放置物は撤去する 

･流れない溝や詰まった雨樋

は定期的な清掃 

･古タイヤは水抜き穴を開け

る、コップ半分程度の塩を入

れるなど 

･竹は、できるだけ水がたまら

ないように、節の上から切

る。難しい場合はコンクリー

トや土で埋めるなど 

施設 

公園 

庭園 

建物の裏 

蚊の気持ちに

なって探すの

がコツです。 

※ＩＧＲ剤：昆虫成長制御剤。昆虫に特有の脱皮や変態を妨げ、最終

的に殺虫効果を現す薬剤。ほ乳類や魚類に対する毒性は低いが、用

法用量を守って使用する必要がある。業務用だったが、一般向けの

販売も開始された。 

116



別添

蚊防除対策に係る相談支援員の派遣について

１ 対象

岡山県内の、多くの人が利用する施設（公有か私有かを問わない）又は町内会など

の団体（以下「派遣対象施設等」といいます。）を対象とし、個人宅は対象外としま

す。

２ 業務内容

相談支援員を派遣し、相談支援員が現地を確認した上で、一般的な指導等を行いま

す。その後、派遣対象施設等及び県と協議の上、必要と認められる場合は、次のアか

らエのいずれか又は組み合わせによる指導を実施します。

ア 生息調査及びその状況に応じた指導

イ 生息調査方法に関する指導

ウ 同定方法に関する指導

エ その他蚊防除に関係する指導

３ 申込方法

岡山県保健福祉部健康推進課感染症対策班担当者あて、別紙様式によりＦＡＸして

ださい。後日、電話等で業務内容についてのご要望等を確認の上、業務実施のために

提出が必要な資料等連絡します。

電話：０８６－２２６－７３３１

ＦＡＸ：０８６－２２５－７２８３

４ 留意事項

・相談支援員は、県が委託する専門事業者（一般社団法人岡山県ペストコントロー

ル協会）です。また、派遣は、専門事業者の業務時間内の対応となります（長くて

１回半日程度）。

・派遣日程は申込受付後、派遣対象施設等の希望及び専門事業者の業務日程等確認の

上で決定しますので、決定までにはある程度の日数がかかります。

・派遣に要する費用は無料です。

・あくまで技術的な支援のための派遣であり、派遣後は、派遣対象施設等が自ら蚊防

除対策に取り組むことを原則とします。したがって、同一の派遣対象施設等への同

一内容による継続的な派遣は行いません。

・派遣に際しては、駐車場の確保、現地の案内等、相談支援員の活動に必要な協力を

お願いします。

・蚊防除についての基本的な考え方等については、「蚊防除対策ガイドライン」（県健

康推進課ホームページ「『蚊防除対策ガイドライン』を作成しました」

http://www.pref.okayama.jp/page/503284.html）を参照してください。

・必ずしも、即効性のある指導ができるとは限りません。また、相談支援員の指導等

により、何らかの損害が生じても、県は責任を負いません。

・指導結果の活用については、派遣対象施設等のご判断によります。また、本事業以

外の費用（薬剤を使用した場合の費用、継続的な派遣を依頼した場合の費用、資材

購入費等）が発生した場合、自己負担となります。
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別紙様式

【ＦＡＸ】０８６－２２５－７２８３

岡山県保健福祉部健康推進課感染症対策班 行

蚊防除対策に係る相談支援員派遣申込書

施設・団体名

所在地

担当者 所属：
所属・ 職名：
職・氏名 氏名：

連 絡 先 TEL：
FAX：
E-mail：

蚊で困っているこ
と、相談支援員に
依頼したい業務の
概要等

派遣希望日時
日付
午前・午後の別
第３希望まで記載

（調整の上決定す
る）

その他

相談支援員派遣時
に留意して欲しい
こと
事業参加に当たっ

ての疑問 等
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１３－(1) 医師及び歯科医師の資格確認
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１３－(2) 介護支援専門員の資格管理 

 
介護支援専門員として業務に従事するためには、介護支援専門員の登録及び介護支援専門

員証（以下「専門員証」という。）の交付を受けている必要があります。 

また、平成１８年４月より専門員証の有効期間は５年間となっており、介護支援専門員と

して継続して従事するためには、有効期間満了までに更新に必要となる研修を受講、修了し

た上で、専門員証の更新申請手続きを行い、有効期間を更新する必要があります。 

専門員証の更新に必要な手続きを怠り、有効期間が満了した場合、介護支援専門員として

業務に従事できなくなるばかりか、所属する事業所の業務運営にも支障が生じることになり

ます。 

なお、専門員証の更新手続きを行わず、有効期間満了後に介護支援専門員業務に従事した

場合は、介護保険法第６９条の３９第３項の規定により、介護支援専門員の登録が消除（取

消し）となることがあります。 

専門員証に係る資格管理（有効期間の把握・携行・研修の受講等）は、介護支援専門員本

人により当然なされるべきものではありますが、各事業所においては、所属する介護支援専

門員並びに専門員証の交付を受けている他職種の者について、資格管理の徹底を周知いただ

くとともに、研修受講に当たっての御配慮をお願いします。 

別紙資料として、更新等に係る研修一覧及び研修概要を掲載していますので、ご確認い

ただき必要な研修の受講漏れがないよう御指導願います。（各研修の開催案内、申込方法な

どは随時ホームページに掲載します。個別の案内は行いませんのでご注意ください。） 

 

１ 介護支援専門員を雇用する場合 
 介護支援専門員として雇用する際には、資格確認として必ず専門員証（有効期間記載、顔

写真付き）の提示を求め有効期間を確認するとともに、携行するよう指導してください。 

 なお、有効期間を定める前に発行された旧登録証※１しか持っていない場合、専門員証の

更新を行っていないため、介護支援専門員として業務に従事できません。 

 業務に従事した場合は、登録消除（取消）の対象となります。 

※１ 旧登録証とは、平成１８年３月３１日以前に登録された介護支援専門員に交付され、Ａ４版と携帯

用の２種で、顔写真は貼付されていません。 

（１）有効期間の更新が必要な介護支援専門員 

①専門員証の有効期間が平成３１年１１月３０日までの介護支援専門員 

既に更新に必要となる研修を受講、修了しているか、あるいは、更新申請手続き

を行っているか必ず確認してください。 

②専門員証の有効期間が平成３２年１１月３０日までの介護支援専門員 

平成３１年度に開催する更新研修（実務経験者向け又は未経験者向け）を受講す

るよう指導してください。（実務経験者向けの申込期限は、平成３１年３月２９日、

１７時必着です。） 

※ 上記①、②の介護支援専門員について、研修未受講又は未修了の場合は専門員証

の更新ができないため、有効期間満了後は介護支援専門員として配置できません。 

なお、有効期間が満了した専門員証は県に返納するよう指導してください。 

（２）登録のみ受けている介護支援専門員 

   介護支援専門員として業務に従事するためには、登録とは別に専門員証の交付を受け
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ていることが必要です。専門員証の交付は、登録から５年間は随時交付可能なため、専

門員証の交付申請を行うように指導してください。なお、申請から交付までは約１か月

間を要しますのでご留意下さい。 

（３）更新に係る研修を未受講・未修了で、有効期間が満了した介護支援専門員 

再研修（年１回１月～３月に開催）を受講、修了後、専門員証の交付を受ければ、業

務に従事することができます。 

（４）他の都道府県で登録されている介護支援専門員 

   資格に関する各種届出・申請は、登録先の都道府県に行うことになります。（岡山県

で更新に係わる研修を受講していても、申請は登録先の都道府県に行うことになりま

す。） 

   岡山県内の事業所で配置されている（配置予定も含む）場合は、岡山県への登録の移

転が可能です。 

 

２ 介護支援専門員を雇用している場合 

（１）有効期間の更新が必要な介護支援専門員 

①専門員証の有効期間が平成３１年１１月３０日までの介護支援専門員 

既に更新に必要となる研修を受講、修了しているか、あるいは、更新申請手続き

を行っているか必ず確認してください。 

②専門員証の有効期間が平成３２年１１月３０日までの介護支援専門員 

平成３１年度に開催する更新研修（実務経験者向け）を受講するよう指導

してください。（実務経験者向けの申込期限は、平成３１年３月２９日、１７

時必着です。） 

※ 上記①、②の介護支援専門員について、研修未受講又は未修了の場合は専門員証

の更新ができないため、有効期間満了後は介護支援専門員として配置できません。 

なお、有効期間が満了した専門員証は県に返納するよう指導してください。 

３ 主任介護支援専門員について 
平成２８年度から主任介護支援専門員も５年更新制になり、主任介護支援専門員更新研

修を受講して更新する必要があります。 

主任介護支援専門員研修の修了日から５年以内に更新研修を修了していなければ、主任

介護支援専門員としての業務ができなくなりますので、必ず期限内に研修を修了してくだ

さい。なお、平成２６年度までの主任介護支援専門員研修修了者については、受講年度に

ついて経過措置が設けられています。 

受講要件など、研修の詳細については、長寿社会課のホームページを確認してください。 

 

４ 介護支援専門員の受講すべき研修・各種届出について 
下記ホームページでご確認いただくか、ご連絡ください。 

URL：http://www.pref.okayama.jp/soshiki/35/ 

〒７００－８５７０（住所不要） 

岡山県保健福祉部長寿社会課 長寿社会企画班 ケアマネ登録係 

   TEL０８６－２２６－７３２６（直通） FAX０８６－２２４－２２１５ 
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研修名 研修対象者 研修日程 申込時期 備　　考

実務研修
平成31年度介護支援専門員実務研修
受講試験合格者

平成32年1月上旬～5月下旬 － 合格発表日以降に、対象者に通知します。（12月上旬）

更新研修
（未経験者向け）

現在の介護支援専門員証の有効期間
内には実務に従事していないが、今後
実務に従事する予定がある者で、有効
期間が１年以内に満了する者

更新研修最終日（2月下旬頃）が有効期間満了日より前である場合は、
再研修の対象となります。

再研修
介護支援専門員証の有効期間が満了
しているが、今後実務に従事する予定
がある者

専門研修Ⅰ ６ヶ月以上の実務経験がある現任者 平成31年6月上旬～7月上旬

専門研修Ⅱ ３年以上の実務経験がある現任者 平成31年7月下旬～9月中旬

更新研修
（就業者向け）

現在の介護支援専門員証の有効期間
内に実務に従事したことがあり、有効
期間が１年以内に満了する者

平成31年6月上旬～9月中旬

主任介護支援専門員
研修

５年以上の実務経験等十分な知識と経
験を有しており、専門研修Ⅰ及びⅡを
修了している現任者

平成31年11月中旬～平成32年
2月上旬

平成31年9月中旬～
10月中旬

主任介護支援専門員
更新研修
（H28年度新設）

主任介護支援専門員研修修了証明書
の有効期間が２年以内に満了する者
で、年４回以上法定外の研修等に参加
している者等

平成30年9月下旬～11月下旬
平成30年6月下旬～
8月中旬

※「現任者」とは、研修の申込時点で、介護支援専門員の実務に従事している者。

88時間（13日間）

70時間（11日間）

46時間（8日間）

※各研修の開催については長寿社会課のホームページにおいて周知します。個人、事業所あてに個別の案内は行いませんので、申込時期になりましたら、各自ホームページで研修日程等の確認、申込手続きを
行って下さい。

平成31年度　介護支援専門員研修一覧

平成31年2月下旬～3
月末

平成32年1月上旬～3月上旬
平成31年9月下旬～
11月上旬

２回目の更新対象者で、前回の更新時に、「専門研修Ⅰ・Ⅱ」又は「更新
研修（就業者向け）」を受講した者は、「専門研修Ⅱ」又は「更新研修（就
業者向け）の後半（32時間）」のみの受講で、更新できます。

研修時間（日数）

87時間（14日間）

54時間（9日間）

56時間（8日間）

32時間（5日間）
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介護支援専門員の研修体系
●ケアマネとして業務に従事している者、又は従事していた者

専門・更新（就業者向け）研修　（毎年度、５月から１１月頃までの期間で実施予定）

専門研修課程Ⅰ 介護支援専門員としての実務に従事している者で、就業後６か月以上の者

専門研修課程Ⅱ

更新研修（就業者向け）

【留意事項】

①

②

③

介護支援専門員としての実務に従事している者で、就業後３年以上の者（ただし、専
門研修課程Ⅰを修了した者に限る）

更新研修は、各年度、５月末から１１月頃までの開催であり、証の有効期限によっては、
証の交付後、５年目（有効期間の最終年度）ではなく、４年目に受講する必要がある者も
見込まれるため、自己管理を徹底し、各人において有効期限と更新研修の受講年度、受
講時期を十分確認しておく必要があります。

研　　　修　　　名
１回目の更新の場合

介護支援専門員証の有効期間が１年以内に満了する者で、専門員証の有効期間中
に、介護支援専門員として実務に従事している者又は従事していた経験を有する者

２回目以降の更新の場合

介護支援専門員証の有効期間が１年以内に満了する者で、専門員証の有効期間中
に、介護支援専門員として実務に従事している者又は従事していた経験を有する者

受　　　　　　　　講　　　　　　　　対　　　　　　　　象　　　　　　　　者

11年目
実
務
研
修
　
受
講

ケ
ア
マ
ネ
登
録
・
証
交
付

7年目 8年目 9年目 10年目5年目 6年目

なお、ここでいう更新研修受講対象者は、証の有効期間が更新期限年度の翌年度の１１
月３０日までを期限とする証を保持する者を見込んでいます。

実
務
研
修
受
講
試
験

1年目 2年目 3年目 4年目

専門員証の有効期間中に、介護支援専門員としての実務に従事している者で、就業
後３年以上の者

証の有効期限までに、更新の際に必要となる研修（専門研修課程Ⅰ、Ⅱ又は更新研修）
を受講修了する必要があります。期限切れとなった場合、介護支援専門員として業務に
従事することができなくなります。ただし、介護支援専門員の資格自体はなくなりません。
（期限が切れた後に介護支援専門員として従事しようとする場合には「再研修」を受講す
る必要があります。）

専 門 研 修 課 程 Ⅰ

専門研修

課程 Ⅱ

更新研修
（就業者向け）

１回目の更新

専 門 研 修 課 程 Ⅱ
更新研修
（就業者向け）

２回目の更新

合
格

修
了

専門員証の交付を受けて４年目までに専門研修課

程Ⅰ、Ⅱいずれも受講修了していない場合、５年目

に更新研修の受講が必要（受講後、証の交付手続

きが必要）

２回目の専門員証の交付を受けて４

年目までに専門研修課程Ⅱを受講修

了の場合、更新研修の受講は不要

（ただし、証の更新手続きは必要）

専門員証の交付を受けて４年目までに専門研修課程Ⅰ、

Ⅱともに受講修了の場合、５年目に更新研修の受講は不

要（ただし、証の更新手続きは必要）

専門員証の交付を受けて４年目までに専門研修課程Ⅰのみ

受講修了の場合、５年目に更新研修のうち専門研修課程Ⅱ

に係る研修の受講が必要（受講後、証の更新手続きが必要）

２回目の証の交付を受けて４年目までに

専門研修課程Ⅱを受講していない場合、

５年目に更新研修の受講が必要（受講

後、証の交付手続きが必要）
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介護支援専門員の研修体系
●ケアマネとして業務に従事した経験のない者で更新を行う者

更新（未経験者向け）研修 各年度、１月から３月までの期間で実施予定

再研修 各年度、１月から３月までの期間で実施予定

●１回目の更新手続きを行わなかった者（あるいは専門員証の有効期限が切れていて、新たに専門員証の交付を受けようとする者

・

7年目
実
務
研
修
受
講
試
験

実
務
研
修
　
受
講

ケ
ア
マ
ネ
登
録
・
証
交
付

1年目 2年目

【留意事項】

専門員証の有効期間が満了日を経過しても、介護支援専門員の資格自体はなくなりません。ただし、有効期間が満了した専門員
証では、介護支援専門員として業務に従事することはできません。有効期間満了後、介護支援専門員として業務に従事しようとす
る場合には、再研修を受講し、新たに専門員証の交付を受ける必要がありますのでご留意下さい。

受　　　　　　講　　　　　　対　　　　　　象　　　　　　者

介護支援専門員証の交付を受けてから、その有効期間が満了するまでに介護支援
専門員として実務に従事した経験を有しない者

備　　　　　　　考研　　　修　　　名

ケ
ア
マ
ネ
登
録
・
証
交
付

6年目 7年目 8年目 9年目1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

介護支援専門員として都道府県の登録を受けた者で、登録後５年以上実務に従事し
たことがない者又は実務経験はあるがその後５年以上実務に従事していない者で、
新たに専門員証の交付を受けようとする者

実
務
研
修
受
講
試
験

実
務
研
修
　
受
講

更
新
研
修
未
受
講

11年目10年目

8年目 9年目 10年目 11年目3年目 4年目 5年目 6年目

更新研修
（未経験者向け）

１回目の更新 ２回目の更新

合
格

修
了

合
格

修
了 再 研 修

専 門 研 修 課 程 Ⅰ

専門研修課Ⅱ
更新研修

（就業者向け）

専 門 研 修 課 程 Ⅰ

専門研修課程Ⅱ
更新研修

（就業者向け）

１回目の更新手続きなし→専門員証の有効期限切れ（従事不可） 新たに専門員証交付後１回目の更新

今後も介護支援専門員として従事する予定がない場合に

は、必ずしも未経験者向けの更新研修を受講する必要は

ありません。その場合、専門員証の期限切れにより介護

支援専門員として従事することができなくなりますが、資

格自体はなくなりません。期限が切れた後に介護支援専

門員として従事しようとする場合には、「再研修」を受講し

新たに専門員証の交付を受ける必要があります。

６年目に介護支援専門員として従事した場合

７年目に介護支援専門員として従事しようとする場合

新たな専門員証交付（従事可能）

２回目の更新までに介護支援専門員として従事しなかった場合

更新研修
（未経験者向け）
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介護支援専門員（ケアマネジャー）の更新について 

 平成１８年よりケアマネジャー（以下、ケアマネ）の資格は、５年の更新制となりました。更新するために

は、更新研修を受講する必要があります。更新にはケアマネ業務に従事の有無で、実務未経験者と実務経験者

の２種類に分かれています。また、実務経験者の方は専門研修（Ⅰ・Ⅱ）を受講することで更新することも可

能となっています。なお、平成２８年度から、主任介護支援専門員も５年の更新制となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ケアマネの業務に就いている（就いたことがある）方） 

（ケアマネの業務に就いたことが無い方） 

   ：はい 
   ：いいえ 

実務経験者 

実務未経験者 

初めて専門員証を更新をする方 

前回更新時に、更新研修（就業者向け）、専門研修Ⅰ・Ⅱを受講された方 

専門員証の更新交付後に、ケアマネの業務に就

いている。または、就いたことがありますか？ 
専門員証の有効期間満了まで１年未満になった時に、

更新研修（未経験者向け）を受講してください。 

現在、実務に就いており、ケアマネ登録後、

通算して、３年以上実務経験がありますか？ 

更新研修を受講

してください。 
専門研修Ⅱを受講す

ることが出来ます。 

専門員証の有効期間満

了まで１年未満の方。 
専門員証の有効期間

が１年以上の方。 

顔写真入りの専門員証を

持っていますか？ 

ケアマネの業務に就い

たことはありますか？ 

専門員証の有効期間は

残っていますか？ 

登録後５年を経過

していますか？ 
ケアマネの業務に

就く予定はありま

すか？ 

専門員証の交付手

続きを行ってくだ

さい。 

再研修を受講 

更新研修（未経験者

向け）を受講 

ケアマネの業務に就

く際に、専門員証の交

付を受けてください。

（登録後５年を経過

していますと、交付に

は再研修の受講が必

要です。） 

専門員証の有効期間満了

まで１年未満の方。 
専門員証の有効期間が

１年以上の方。 

更新研修を受講

してください。 
専門研修Ⅱを受講するには、

現任者で、ケアマネ登録後、

通算して、３年以上の実務経

験が必要です。 

専門員証の有効期間が１年以上残っていますか？ 

現在、実務に就いており、ケアマネ登録後、通算し

て、６ヶ月以上実務経験がありますか？ 

更新研修（就業者向け）を受講してください。 

専門研修Ⅰを受講するには、現任者で、ケアマネ登

録後、通算して６ヶ月以上実務経験が必要です。 

専門研修Ⅱを受講することが出来ます。 

専門研修Ⅰを受講することが出

来ます。 

専門研修Ⅰを受講済で、現在、実務に就いており、ケアマネ登

録後、通算して３年以上実務経験がある方。 

126



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 主任介護支援専門員更新研修を修了した場合は、介護支援専門員証の有効期間は主任介護支援専門員更新

研修修了証書の有効期間に置き換わります。また介護支援専門員の更新研修の受講が免除されます。 

なお、主任介護支援専門員更新研修の修了日より前に介護支援専門員証の有効期間が満了する場合は、先

に別途介護支援専門員の更新研修を受講する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主任介護支援専門員研修

を修了したのは、H27 年

度以降ですか？ 

【H24・25・26 年度の修了者】

H31 年度までに主任介護支援

専門員更新研修を受講してく

ださい。※ 

前回更新時または専門員証の交付にあたり、更新研修（未経験者向け）、再研修を受講された方 

更新研修（未経験者向け） 
を受講してください。 

専門員証の有効期間が

１年以上残っています

か？ 

現在実務に就いており、ケ

アマネ登録後、通算して、

６ヶ月以上実務経験があ

りますか？ 

更新研修（就業者向け） 
を受講してください。 

専門研修Ⅰを受講するには、現任者で、ケアマネ登録後、

通算して、６ヶ月以上の実務経験が必要です。 

専門研修Ⅱを受講することが出来ます。 

専門研修Ⅰを受講することが

出来ます。 

専門研修Ⅰを受講済で、現在実務に就いており、ケアマネ

登録後、通算して、実務経験が３年以上ある方。 

専門員証有効期間内に

ケアマネ業務に就いた

ことがある方。 

専門員証の有効期間内に、ケアマネの業

務に就いていないが、今後はケアマネの

業務に就く予定のある方。 

主任介護支援専門員を更新する方 （主任介護支援専門員研修又は主任介護支援専門員更新研修修了証書の有

効期間は、研修修了日から５年間です。なお、H26 年度までに受講した方

には経過措置があります。） 

【H23 年度以前の修了者】

H30 年度までに主任介護支

援専門員更新研修を受講し

てください。※ 

主任介護支援専門員研修又は主任介護支援専門員更新研修修

了証書の有効期間がおおむね２年以内に満了し、法定外研修等

を年４回以上受講している等、主任介護支援専門員更新研修の

受講要件を満たしていますか？ 

受講要件を満たせば主任介護支

援専門員更新研修を受講する

ことが出来ます。※ 

主任介護支援専門員研修又は主任介護支援専門員更新研修修了証書の有効期間

満了までに主任介護支援専門員更新研修を受講してください。※ 
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番号確認 身元（実存）確認

対
面
・郵
送
（注
１
）

本人確認の措置

【Ⅰ．本人から個人番号の提供を受ける場合】

② 通知カード 【法16】

③ 個人番号が記載された住民票の写し・住民票記載事項証明書 【令12①】

④ ①から③までが困難であると認められる場合 【則３①】

ア 地方公共団体情報システム機構への確認（個人番号利用事務実施者）
イ 住民基本台帳の確認（市町村長）
ウ 過去に本人確認の上、特定個人情報ファイルを作成している場合には、当該特定個人情
報ファイルの確認。
エ 官公署又は個人番号利用事務実施者・個人番号関係事務実施者から発行・発給された
書類その他これに類する書類であって個人番号利用事務実施者が適当と認める書類（ⅰ
個人番号、ⅱ氏名、ⅲ生年月日又は住所、が記載されているもの）
※ 個人番号利用事務等実施者が発行等する書類などを想定。

① 個人番号カード 【法16】

② 運転免許証、運転経歴証明書、旅券、身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、療育
手帳、在留カード、特別永住者証明書 【則１①一、則２一】

③ 官公署から発行・発給された書類その他これに類する書類であって、写真の表示等の措置
が施され、個人番号利用事務実施者が適当と認めるもの（ⅰ氏名、ⅱ生年月日又は住所、
が記載されているもの） 【則１①二、則２二】

④ ①から③までが困難であると認められる場合は、以下の書類を２つ以上 【則１①三、則３②】

ア 公的医療保険の被保険者証、年金手帳、児童扶養手当証書、特別児童扶養手当証書

イ 官公署又は個人番号利用事務実施者・個人番号関係事務実施者から発行・発給された書
類その他これに類する書類であって個人番号利用事務実施者が適当と認めるもの（ⅰ氏名、
ⅱ生年月日又は住所、が記載されているもの）

① 個人番号カード 【法16】

（注１） 郵送の場合は、書類又はその写しの提出

※ 想定される主なものを抜粋

【Ⅱ．本人の代理人から個人番号の提供を受ける場合】

代理権の確認 代理人の身元（実存）の確認 本人の番号確認

対
面
・郵
送
（注
１
）

場合は、① 法定代理人（注２）の場合は、
戸籍謄本その他その資格を
証明する書類【則６①一】

② 任意代理人の場合には、
委任状 【則６①二】

③ ①②が困難であると認め
られる場合には、官公署又
は個人番号利用事務実施
者・個人番号関係事務実施
者から本人に対し一に限り発
行・発給された書類その他の
代理権を証明するものとして
個人番号利用事務実施者が
適当と認める書類 【則６①三】

※ 本人の健康保険証などを
想定。

① 代理人の個人番号カード、運転免許証、運転経歴証明書、旅券、身体障害者手帳、精神
障害者保健福祉手帳、療育手帳、在留カード、特別永住者証明書 【則７①一】

② 官公署から発行・発給された書類その他これに類する書類であって、写真の表示等の措
置が施され、個人番号利用事務実施者が適当と認めるもの（ⅰ氏名、ⅱ生年月日又は住
所、が記載されているもの）【則７①二】

②’ 法人の場合は、登記事項証明書その他の官公署から発行・発給された書類及び現に個
人番号の提供を行う者と当該法人との関係を証する書類その他これらに類する書類で
あって個人番号利用事務実施者が適当と認める書類（ⅰ商号又は名称、ⅱ本店又は主た
る事務所の所在地、が記載されているもの） 【則７②】

③ ①②が困難であると認められる場合は、以下の書類を２つ以上
【則９①】

ア 公的医療保険の被保険者証、年金手帳、児童扶養手当証書、特別児童扶養手当証書

イ 官公署又は個人番号利用事務実施者・個人番号関係事務実施者から発行・発給された
書類その他これに類する書類であって個人番号利用事務実施者が適当と認めるもの（ⅰ
氏名、ⅱ生年月日又は住所、が記載されているもの）

① 本人の個人番号カード又はその写し【則８】
② 本人の通知カード又はその写し 【則８】
③ 本人の個人番号が記載された住民票の写し・住民票
記載事項証明書又はその写し 【則８】

④ ①から③までが困難であると認められる場合
ア 地方公共団体情報システム機構への確認（個人番号
利用事務実施者） 【則９⑤一】
イ 住民基本台帳の確認（市町村長）【則９⑤二】
ウ 過去に本人確認の上特定個人情報ファイルを作成し
ている場合には、当該特定個人情報ファイルの確認【則９

⑤三】

エ 官公署又は個人番号利用事務実施者・個人番号関
係事務実施者から発行・発給された書類その他これに
類する書類であって個人番号利用事務実施者が適当と
認める書類（ⅰ個人番号、ⅱ氏名、ⅲ生年月日又は住
所、が記載されているもの） 【則９⑤四】

※ 個人番号利用事務等実施者が発行する書類などを
想定。

別紙

（注２） 法定代理人には、成年後見人等を想定

138




